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評価の対象、枠組とSPMの構成

• 世界各地域より42カ国、101名の専門家(うち日本人6名)が7,000 に
のぼる科学論文などの膨大な知見を分析。

• 3年間にわたり評価を実施、10,000以上の外部レビューのコメントに対応。
• IPBES第11回総会(2024年)で本体報告書を受理し、政策決定者向け要約

(SPM)を承認。

• 社会変革の決定要因、その実現方法、直面する
可能性のある障壁について評価。

• 生物多様性に関する2050年ビジョンや持続可能
な開発目標（SDGs）に沿って、先住民や地域コ
ミュニティのビジョンを含む、持続可能な世界のビ
ジョンやシナリオ、それらに向かう経路、そして社会
変革を促進、加速、維持するための具体的な行動
の選択肢、達成するために必要な実践的なステッ
プ、社会変革に向けた進捗状況を特定し、追跡す
る方法について評価。

社会変革は急務であり、必要であり、
困難を伴うが、可能である。

社会変革のための戦略と行動

社会変革を可能にする：
すべての人々の役割

セクション
A

セクション
B

セクション
C

序文及びセクションA~Cで構成

SPMの構成評価内容

• IPBES地球規模評価報告書（2019）において持続可能な世界の実現に向けて
の社会変革の必要性と生物多様性の損失の直接要因・間接要因を特定。

• 社会変革を「パラダイム、目標、価値観を含む、技術的、経済的、社会的要因にわ
たる、根本的かつシステム全体の再編成」と定義。



• 生態系機能の崩壊を防ぐために、社会変革は急務。地球規模の持続可能性を達成するための行
動を遅らせることは、今行動を起こすことのメリットに比べてコストが増大
 生物多様性の損失と自然衰退の現在の程度と速度は、気候変動や汚染を含む、相互に結びつ
いた複数の地球規模の危機と相まって、人間の福利と地球上の生命を深刻かつ不可逆的に脅か
している。

 生物多様性の損失と自然の衰退を食い止め、回復させるための行動を世界全体で10年遅らせ
ることは、すぐに行動を起こすよりも2倍の費用がかかると推定。逆に持続可能な経済アプローチに
よってビジネスやイノベーションの機会を創出の可能性。

• 社会変革とは、見方、構造、慣行における根本からシステム全体の転換を伴うプロセス
 見方、構造、慣行が交差する次元は人間によって創られたものであり、
潜在的に変容する可能性がある。

 不確実性と創発を特徴とする複雑なシステムの中で、社会変革は適応的なプロセス。

• 根本的な原因は、生物多様性の
損失と自然の衰退の間接的・
直接的要因すべてに影響。
根本的な原因に取り組む
社会変革は、公正で持続可能な
世界にとって不可欠。

図 SPM.1.生物多様性の損失と
自然衰退の根本的原因、間接要因、
直接要因

A.社会変革は急務であり、必要であり、困難を伴うが、可能である。



• 生物多様性の損失と自然の衰退の根本的な原因に対処し、地球規模の持続可能性に向けた
社会変革の指針となる４つの原則：(i)公平と公正、 (ii)多元性と包摂、
(iii)尊重と互恵的な人間と自然の関係、 (iv)適応学習と行動

• 社会変革を実行する上での5つの包括的な課題：i）支配関係、特に植民地時代に生まれ、広まっ
た支配関係の持続、ii）経済的・政治的不平等、iii）不十分な政策と不適切な制度、iv）持続不
可能な消費・生産パターンおよび個人の習慣と慣行、5）クリーン・テクノロジーへの限られたアクセ
スと、体系的に統合されていない知識とイノベーション

• 課題に対処する6つのアプローチ

表 SPM.1. 社会変革に向けた6
つの幅広いアプローチに関連する
主な行動と介入策、そしてそれぞ
れのアプローチにおける先住民と
地域の知識の役割。

A.社会変革は急務であり、必要であり、困難を伴うが、可能である。



社会変革を実現するには、社会変革の原則を体現し、公正で持続可能な世界のビジョンに向けた文脈に特化した
戦略と行動によって課題を克服することができる。以下の5つの戦略が特定された。
戦略１：自然と人々にとって価値のある場所を保全、回復、再生（生物文化保全アプローチ）
1.1 重要な生物文化遺産の保護（関係的価値を醸成し、人と自然が反映できる場所を保全維持）
1.2 生物多様性の法的保護の強化（自然の権利を認識した新しい法的保護）
1.3 多様な価値に基づく保全（自然の多様な価値に基づいた保全）
1.4 再生システムへの転換（人間が自然を搾取するのでは
なく、ともに再生的なサイクルで共進化する）

1.5 統合空間計画の推進（ランドスケープレベルでの効果
的な保全手法の確立ために空間計画・政策の実施）

戦略２：自然衰退の最大の原因となっている部門において
体系的な変革を推進

2.1 直接搾取の規制（生物の直接利用を規制）
2.2 変革の枠組みにテクノロジーの組み込み
（化石燃料→再生可能エネルギー）

2.3 金融の世界的な持続可能性（自然を保全する資金の流れ
を作る：右図参照）

2.4 市民社会のイニシアティブを支援
戦略３：自然と公平性のために経済システムを変革
3.1 革新的な経済ツールの主流化（例：税金、補助金、生態系
サービスに対する支払い等による積極的なインセンティブの導入）

3.2 ウェルビーイング経済への公正な移行を支援
（真のコスト計算と環境外部性への課税し、生態学的に
不平等な取引を緩和）

3.3 金融システムの変革（世界的に資源への社会的・生態学的に公平な
アクセスを促進するメカニズムの創出、例：タックスヘイブンの段階的廃止、資源収益への課税、汚職の根絶）

3.4 成功の新しい評価基準を採用（GDPから人間福祉や環境への影響を考慮した包括的な指標へ）

世界GDP（105兆6000億ドル/2022年）
自然に中程度から高度に依存している部門による
世界GDP（58兆ドル/年）

自然減少に最も責任のある部門の外部不経済
（10.7兆ドル）
自然減少に最も責任のある部門への世界的な直
接補助金（1.4兆ドル～3.3兆ドル）
世界の生物多様性への資金不足分（2030年ま
での年間5980億～8240億ドル）
世界の生物多様性保全への資金調達（1350億
～1560億ドル）

図SPM.7：世界の持続可能性をめぐる経済状況：
自然との相互依存と保全の資金ギャップ

B. 社会変革のための戦略と行動



戦略４：統合性、包摂性、説明責任、適応性を備えたガバナンス・システムへ変革
4.1 統合ガバナンスの推進
4.2 包摂的ガバナンスへの関与
4.3 確実な多国間行動（政策や規制においても、貿易協定を反復的かつ透明性をもって評価・改善することで、行

為者に説明責任を負わせる）
4.4 適応ガバナンスを通した学習の強化（常に新たな状況に適応し、学習を続けることで社会変革の

ダイナミズムに適応できる）

戦略５：人と自然の相互関係を認識するための見方や価値観への転換
5.1 自然とのつながりを促進（人や自然に対して尊重し、互恵的な関係であることを認識する）
5.2 新しいナラティブによる文化の転換（人は自然の一部であり、自然と完全に相互依存しているという理解を

反映したナラティブを育む）
5.3 社会規範の変化（人と自然の結びつきを強める

ために、望ましい行動の可視性を高め、的を絞った
政策手段を展開する）

5.4 自然を包摂した考え方や行動を促進するための
学習の推進（共感と配慮、自然鑑賞、システム思考、
学際的学習等を学校カリキュラムに取り入れる）

5.5 知識の共創（先住民や地域の知識を含む様々な知識
体系を享受し、人と自然の関係性が支配から配慮の
関係へ）

支配の関係
支配と蓄積の形
態に基づく人間
中心主義の形成

配慮の関係
自律性と互恵性
に基づく、自然
中心的で多元宇
宙論的な形成図SPM.8. 先住民の哲学と関係性の在り方の例

多様な主要を関与させ、複数の世界観や慣行、知識体系を包括するとともに、
それぞれに説明責任を持たせる）

B. 社会変革のための戦略と行動



• 自然と人間にとって持続可能な世界のビジョンは、我々の価値観と世界観によって形成されおり、社
会変革のきっかけとなる重要なもの。公正で持続可能な世界のために共有された変革的ビジョンの５
つのテーマが特定された：i）再生・循環型経済、ii）コミュニティの権利とエンパワーメント、iii）生
物多様性と生態系の健全性、iv）行動変容のための（人間と自然の間の）精神的な再接続、
v）革新的なビジネスとテクノロジー

• 関係的価値が不可欠：人と自然の相互依存関係、人間以外の生命体の主体性や配慮の倫理を
認識し、社会においてポジティブなビジョンを共有。

• 多様な主体による協働：多様な主体や主体・グループが、それぞれの能力、目標、文脈に基づき、社
会変革において重要な役割を果たす。すべての関係主体とセクターがビジョンを描き、協働すること（社
会全体・政府全体でアプローチ）が必要。公平と公正の原則を満たすためにバランスの取れた意思決
定プロセスが必要。

• 政府は自然に利益をもたらす革新的な経済・財政手段を導入（例：環境に有害な補助金を廃止・
段階的廃止・改革、国際協力の推進）。

• 市民社会組織は、生物多様性の損失や自然の衰退と闘い、重要な役割を果たす。市民社会や環境
保護活動家のイニシアティブの保護や支援が必要。

図 SPM.10.さまざまな主体・グループが互
いに密接に連携し、主体・グループ間の連携
が深まったイニシアティブは、よりポジティブな
成果を達成している。

C. 社会変革を可能にするーすべての人の役割



より詳細な情報は:

IPBESウェブサイト

• 生物多様性の損失の根本的要因、変革の決定要因及び
生物多様性2050ビジョン達成のためのオプションに
関するテーマ別（社会変革）評価報告書

全資料掲載サイト
https://www.ipbes.net/transformative-change-assessment

・政策決定者向け要約
[英語版] (48頁)
https://zenodo.org/records/14513975

[環境省和訳版] (48頁)
https://www.iges.or.jp/en/pub/ipbes-tfc-spm-j/en (完了後有効)

政策決定者向け要約
（英語・未校正暫定版）

政策決定者向け要約
（環境省和訳版）(完了

後に図を挿入)

https://www.ipbes.net/transformative-change-assessment
https://zenodo.org/records/14513975
https://www.iges.or.jp/en/pub/ipbes-tfc-spm-j/en
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